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【論文要旨】
本稿は，契約の解除場面において，契約目的とはどのような概念であるのかといったことをあき
らかにするために，解除制度の規律構造および制度趣旨を把握することを目的とする。2017年 6
月に公布された改正民法において，新たな解除規定が定められた。この日本の新たな解除制度を把
握するために，ドイツにおける解除制度に参考にする。これは，日本の解除制度とドイツの解除制
度が多くの点で類似しているためである。そこで，本稿では，ドイツにおける解除制度の史的変遷
を概観し，解除制度がどのように把握されてきたのかをみることで，日本における改正された解除
制度を理解するための示唆を得ることを試みたものである。
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 解除法理と契約目的概念との関連性
4．おわりに
．はじめに
日本民法典における解除法理は，近時，その要件および法的性質を巡って非常に盛んに議論が行
われてきたといえる。とりわけ，その中でも議論の対象となっているのが，「契約目的」概念であ
る。なぜなら，この契約目的という概念は非常に様々な領域で問題となるが1，とりわけ，契約の
解除との関係で問題とされる場面が多いからである。これは，契約目的の不達成を理由として契約
の解除を認めるといった場合に，一見すると契約目的の不達成ということが契約解除の要件かのよ
うに扱われていることに起因しているといえよう。このため，契約の解除場面において，契約目的
とはどのような概念であるのかといったことが問題とされるのである。すなわち，この契約目的概
念が，解除法理の中でどのような位置づけにあり，また，その法的意義を探ることは，解除法理全
体の目下の課題であると言えよう。その上でも，まず解除制度の規律構造および制度趣旨を把握し
ておく必要がある。
従来，日本における解除法理は，債務不履行を遅滞，不能及び不完全履行という三類型に分け，
債務者が負う当該債務の不履行によって解除権が発生するという債務不履行の効果の一つであると
理解されてきた2。さらに，債務者の帰責事由に関しては，「債務不履行による損害賠償責任の発生
要件と同様に，債務者の責めに帰すべき事由によることを必要」とされ，また，「責めに帰すべき
事由ということの意義も，損害賠償責任の発生要件としての債務不履行におけると同様に解すべき
である」3 と説明され，解除権発生のための要件として考えられてきた。すなわち，従来の解除法
理は，過失責任主義を前提とし，解除権の発生要件を，客観的要件としての違法性と主観的要件と
しての帰責事由とを対置し，履行せざることが債務者の責めに帰すべき事由に基づき，かつ違法な
ものでなければならないとされてきた4。そのため，解除制度は帰責事由と違法性を要件とする債
務不履行の効果として発生する損害賠償責任と並ぶ責任法理の一つであると考えられてきた5。
しかしながら，近時，契約の解除を認めるか否かの判断基準を，従来の学説に見られたような要
素の債務に不履行が生じたか否かという点に求めない見解がみられる。例えば，契約解除の根拠
は，当事者が契約締結の際に契約に織り込んだ，一定の期待又は契約を維持する利益の脱落に求め
――
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られるとする見解6，契約を維持する利益は債権者の一方的な期待ではなく，契約の中で当事者が
下した評価に従って判断されるとする見解7，契約目的は一方当事者の主観的な期待ではなく，合
意により契約内容になったと評価できる目的であるとする見解8，債務の重大な違反というものを
解除の判断基準とすべきであるとする見解9，契約目的を直接目的と間接目的とに分類し，間接目
的は直接目的との結合によって，契約にとってその達成如何が非常に重要な要素になるとする見
解10，などがある。このように解除の根拠をどのように理解するのかについては様々な見解が出さ
れているが，これら近時の見解に共通する点としては，解除制度を，契約を維持する利益を失った
当事者（不履行に陥った当事者の相手方）に契約の拘束力から離脱する可能性を認める制度として
位置づけていることである11。すなわち，契約で目的とした利益ないし価値の取得が望めなくなる
場合には，契約の拘束力を認める意味はないのであり，そのような場合に，当事者が契約の拘束力
から解放されるということを確定するための手段として解除制度を理解している12。また，解除制
度をこのように理解することから，近時の見解の多くが解除のための要件に帰責性を不要とする。
したがって，近時では解除法理を損害賠償制度と並ぶ責任法理ではないと理解されているといえる。
解除制度に関するこのような議論を経て，2017年 6 月に公布された改正民法において，新たな
解除規定が定められた。改正された解除制度において最も特筆すべきは，条文の文言から債務者の
帰責性に関する文言がなくなった点であろう。このことは，改正前の解除が少なくとも履行不能に
よる解除の規定において債務者の帰責性を要件としていたことに対し，文言上，債務者の帰責性を
不要とすることを明確にしたという点で大きな変化である。すなわち，この改正において，日本に
おける解除制度は，従来の過失責任を前提とする責任法理から，債権者を契約の拘束力から解放す
るための制度へと，その制度趣旨を大きく変化させることになったといえる。
このように変化した日本の新たな民法典における解除制度を理解する上で，ドイツにおける解除
制度に示唆を得ることができる。なぜなら，改正民法における解除規定は，ドイツにおける解除制
度と多くの点で類似しているからである。たとえば，改正民法における解除制度は，541条におい
て催告解除に関する規定を置き，解除の原則を催告解除としているが，ドイツにおいても
BGB323条において催告解除を解除の原則としている点，また改正民法541条ただし書きにおいて
は，設定した催告機関が徒過した場合であっても，債務の不履行が軽微なものであるときには解除
――
13 Friedrich Mommsen, Die Lehre von der Mora, nebst Beit äagen zur Lehre von der Culpa, 1885, §27, S.257.
14 Mommsen, a.a.O. (Fn.13), S.257Š.
ができない旨を規定しているが，ドイツも同様に BGB323条5項において義務違反が軽微であると
きには解除ができない旨を規定している点，解除権発生の要件に帰責性を要しない点など非常に多
くの点で改正民法とドイツ民法における解除制度の類似性をみることができる。そのため，改正民
法における解除制度を理解するために，ドイツにおける解除制度を理解することは必須的であると
考える。
したがって，本稿では，ドイツにおける解除制度の史的変遷を概観し，解除制度がどのように把
握されてきたのかをみることで，日本における改正された解除制度を理解するための示唆を得たい
と考える。
．旧ドイツ民法典（旧 BGB）における解除法理の変遷
 旧 BGB成立以前の解除法理
ドイツ旧債務法典以前において，解除制度は原則として認めないという見解が一般的であった。
これは解除制度がローマ法をその淵源としている制度であり，ローマ法における理解を前提とした
モムゼン（Mommsen）の見解が主流であったためである13。モムゼンは遅滞により契約が解除で
きるかという問題を考える場合に，債権者が債務者の遅れた給付を拒絶できるかが問題となるとす
る。債権者が給付を拒絶できるのは，債権者が債務の客体によって，さらに，適時の履行によって
達成できたはずの目的が，債務者の遅滞によって挫折するとき，あるいは，債権者が債務者の遅滞
を起因として，目的の達成のために他の手段をとり，その結果として，債権者にとってもはや債務
者からの債務の履行が無益となるとき，債権者は後に提供された給付を受け取る必要はないという
理由からである14。また，その際，債権者は等価物を求める損害賠償請求権を有することになると
いう。つまり，モムゼンは，債務者が遅滞に陥った場合，債権者は債務者に対して無益となった給
付と等価値の損害賠償を請求することを通じて解除と同様の結果が得られると考えていたため，解
除制度そのものを認めることには否定的であった。モムゼンに代表されるようなこのような解除制
度への理解は当時のドイツにおいて一般的であった。そのため，ドイツにおいては，長らく解除制
度は認められていなかった。
このため，ドイツにおいては原則として解除が認められてこなかったが，ドイツにおいて初めて
解除制度が採用されたのが，一般ドイツ商法典（Allgemeines Deutshes Handelsgesetzbuch）であ
った。
ADHGB において解除制度が採用されたのは，商取引の迅速化の要請のためである。すなわ
ち，それまでの解除制度は，解除をするためには裁判所に求めなければならないという訴権的性質
を有していた。しかし，解除を損害賠償とは異なる手段であるとすることにより，解除権を有する
――
15 Bernhard Windscheid, Lehrbuch des Pandektenrechts, 2. Bd., 9. Au‰., 1906, §280, S.146f.
16 部分草案20号 2 条
契約当事者の一方がその義務を履行しないとき，相手方は，特別な取り決め，あるいは，法律上の規定によ
って異なることが定められない限り，それを理由に契約から離脱する権利を有さない。
者に契約の存続（損害賠償）か契約からの離脱（解除）かの選択を与え，解除を選択する場合には，
追完期間を設けることにより当事者の利害調整を図る役目をも果たさせ，さらに解除する場合には
裁判所に求める必要がないという訴権的性質からの脱却により取引の迅速化を図った。
その結果，ADHGB においては，◯商事売買に限定，◯解除は損害賠償とは異なる手段である，
◯遅滞が要件である，◯追完をなすための期間を設定し通知すること，◯解除は遡及効をともな
う，といった性質を有することとなる。
しかし，ADHGB において解除が採用された後も，民法においては，原則，解除を認めないと
する見解が一般的であった。この点について，例えばヴィントシャイトは，「解除は，双務契約の
際，債権者が，債務者の遅滞によって契約を解除する権利を得ると理解されるが，またこれも一般
的には正しくない。債権者は，以下の場合において，債務者の給付を拒絶する権利のみを有する。
すなわち，給付されるものが，自ら約束させた目的において無益（unbrauchbar）になった場合の
みである。」15 と述べている。このような解除の理解は，ローマ法を基礎として，債務不履行による
客観的な双務性，牽連性の破壊ではなく，給付の無益性を根拠としているといえる。
このような解除の理解がドイツ民法典の起草過程において，どのような議論を経ていくかについ
て以下で見ていく。
 旧 BGB起草過程における解除法理の議論状況
ドイツ民法典の起草は1873年12月12日から始まり，その後，部分草案，第一草案，第二草案を
経て成立に至るが，本稿ではそこでの議論の全てを詳細に見ていくことはできないが，解除制度が
どのような経緯をたどったのかについて概観していく。
 部分草案
部分草案において，債務法の部分草案を起草したのはキューベルである。以下では，キューベル
の起草した部分草案について見ていく。キューベルは，部分草案20号「契約に基づく権利義務」a
「総則」における部分草案20号 2 条16 で解除を認めない趣旨の規定を定めている。
この規定についてキューベルは，「契約，すなわち，その中に示されそれによって生み出される
双方的な意思の結合（Willensbindung）は，それ自体概念的には，ある契約当事者の契約の一方的
な解除を排除する。各当事者は契約に留まり，かつ，契約から生じる自らの義務（Verbindlichkeit）
の履行を義務付けられる。不履行の場合，相手方は，通常，履行または履行に関する訴えを有する
のみである。このようなことは，契約の本質や事物の性質に首尾一貫して適合するローマ法の立場
――
17 Werner Schubert, Die Vorlangen der Redaktoren f äur die erste Kommission zur Ausarbeitung des Entwurfs
eines B äurgerlichen Gezetzbuches, Recht der Schuldverh äaltnisse Teil 1, Allgemeiner Teil, 1980, S.380.
18 部分草案22号28条
双務契約における債権者は，債務者が義務を負う給付が債務者の遅滞の結果として自らにとって無益となる
か又は価値を著しく失ったとき，契約を解除することができる。解除の際，既に発生しているその他の損害
を賠償する権利は害されない。
19 部分草案22号 3 条
双務契約における債権者は，給付の全部不能の場合2条に示される請求権に代わって，契約を解除すること
ができる。解除の時にすでに発生しているその他の損害の賠償に関する権利は害されない。部分的にのみ不
能である場合，給付がその部分的な不能の結果として債権者にとって無益となるか，または，価値を著しく
失ったとき，解除権が与えられる。
20 Schubert, a.a.O. (Fn.17), S.867.
21 H. H. Jakobs/W. Schubert, Die Beratung des B äurgerlichen Gesetzbuchs in systematischer Zusammenstellung
der unver äoŠentlichen Quellen, Recht der Schuldverh äaltnisse I, 1978. S.272.
であり，また，古いドイツ法（das altere deutsche Recht）は，まさにこのような原則を前提とし
ている。」17 と説明した。つまり，民法上では原則として解除を認めることはできないとしたのであ
る。しかし，その一方で，部分草案22号「債務不履行の効果」28条18 のような規定も定められた。
この規定では，債務者が給付を遅滞する結果，債権者にとって無益になるか，あるいは，価値を
著しく失ったとき，例外的に契約を解除することができると規定している。そして，部分草案22
号28条の理由書では，部分草案22号 3 号19 の規定の参照指示がなされている。
この条文では，給付が不能の場合及び部分的に不能な場合で，かつ，部分的な給付では，債権者
にとって無益となるか，または，価値を著しく失ったときに契約の解除を認めている。
キューベルは，遅滞は時間に関する不能であり，それによって債権者に生じる損害の填補のため
に解除権が認められるのであるから，遅滞の場合同様，全部不能及び部分不能によって給付が無益
になった場合も，損害を填補する手段として解除権を与えられるとした20。
以上から，部分草案の解除について次のようなことがいえる。すなわち，解除は原則として認め
られず，例外として，債務者の遅滞・不能により給付が無益となるか価値を著しく失ったときに契
約の解除を認める。しかし，あくまでも解除は損害の填補として行われるということになろう。
この点では，従来のドイツの損害賠償を通じて解除をしたのと同様の効果をもたらそうとした学
説の理論とほとんど同じであろう。また，それと同時に，ADHGB の給付の遅滞があった場合，
解除権者は遅滞者の追完の諸事情に相応しい期間を通知して，その期間の経過により解除を行うこ
とができる点と異なるといえる。
 第一草案
第124回会議から部分草案22号 3 条が議題となった21。まず，1 文は給付の全部不能の場合に解除
権の行使を認めているが，第一委員会もこれを承認した。給付の全部不能の場合，債権者（解除権
――
22 H. H. Jakobs/W. Schubert, a.a.O. (Fn.21), S. 272.
23 H. H. Jakobs/W. Schubert, a.a.O. (Fn.21), S. 272.
24 H. H. Jakobs/W. Schubert, a.a.O. (Fn.21), S. 560.
25 H. H. Jakobs/W. Schubert, a.a.O. (Fn.21), S. 560.
26 第一草案369条
 双務契約において債務者の責めに帰すべき事由により給付が不能となったとき，債権者は，不履行によ
る損害賠償を請求するか，契約を解除するかを選択することができる。給付が部分的に不能になったとき，
不能を生じていない給付部分が債権者にとって何らの利益を有しない場合のみ債権者に解除権が与えられる。
 給付が債務者の遅滞により債権者に何らの利益がなくなったかぎりで，243条で示された事案にも妥当
する。
 解除に関しては，426条ないし431条，433条の規定が準用される。
者）にとって給付が無益になることを理由としている。2 文では給付の部分不能の場合も解除権の
行使を認めていた，この点が問題となって様々な提案が出されたが，最終的には給付可能な部分で
は債権者（解除権者）にとって無益になることを理由として解除権の行使が認められた。その後，
第125回会議では，部分草案22号 3 条に対して次のような提案がなされた22。
すなわち，部分草案22号 3 条は，解除において既に発生している損害に関する損害賠償請求権
と並存するものとして規定されていたが，第一委員会は，この並存関係に対して，一般ドイツ商法
典（Allgemeines Deutsches Handelsgesetzbuch）354条，355条のように債権者（解除権者）に損
害賠償を請求するか，あるいは，解除を行使するかの二者択一の選択権を与えるべきとの提案がな
され，賛成を得るに至った。
これは，「解除は損害填補の一つの手段であり，その手段によって補われない損害賠償請求権を
存続させるだけである。…解除権と契約から生じる損害賠償請求権との問に内在的な矛盾を認めな
ければならない。というのは，解除権は損害賠償請求権と対立するものであり，解除権が選択され
る場合損害賠償に関するすべての請求権が排除され，このようにして解除は，関係人をあたかも契
約が締結されなかったかのような状態にする…，すなわち，せいぜい消極的な契約利益に関する請
求権と両立するのであり，契約から生じる契約の履行請求権一現実の履行，あるいは，損賠賠償に
よる給付にかかわらず一とは両立しないのである。」23 とする。
また，解除が損害賠償と両立しないという点についてヴィントシャイトは次のように述べる。す
なわち，「解除の意思表示がされると，契約当事者は，あたかも契約が締結されなかったかのよう
な状態にする義務を負う。これについては瑕疵担保解除の規定が準用されている。契約によって生
じる効果は，解除条件の法に従い停止する。また，疑わしい場合，契約当事者間で契約の履行のた
めになされた法律行為も，契約を解除する解除条件の下でなされたものとみなされる。」24。すなわ
ち，解除は，当事者間の債務法上の法定関係を顧慮して，契約が締結されなかったかのように遡る
とみなされる。そのため，損害賠償と解除が両立しないのは当然の帰結であり，また，それは解除
権の本質であり当事者の通常の意思にも合致するとして承認された25。このような議論を経て解除
に関する以下のような第一草案369条26 が起草された。
――
27 Benno Mugdan, Die gesamten Materialien zum B äurgerlichen Gesetzbuch fur das Deutsche Reich, Bd. 2,
1899, S.115f.
28 Mugdan, a.a.O. (Fn.27), S.115f.
29 ドイツ帝国司法庁修正案369a 条
双務契約において債務者が遅滞にあるとき，債権者は，相当な期間を設定する権利を有する。その期間内に
給付がなされない場合，債権者は，不履行による損害賠償を請求するか，または，契約を解除することがで
きる。遅滞の結果，給付が債権者にとって利益を有さないとき，期間を設定する必要はない。期間内に給付
が部分的に行われるに過ぎないとき，247条 2 項及び369条 1 項 2 文の規定が適用される。
30 提案 1
双務契約において債務者が遅滞に陥ったとき，債権者は，債務者に対して，給付をさせるための期間を設定
することができる。期間内に給付がなされない場合，債権者は，不履行による損害賠償を請求するか，ある
いは，契約を解除することができる。契約の効果において，給付が債権者の利益にならない場合，期間を設
定必要はない。期間内の給付が一部分のみしか生じない場合，247条 2 項または369条 1 項 2 文を準用する。
この規定は，双務契約において，給付が債務者の責めに帰すべき理由により不能となる場合に，
債権者に解除権を与えることを定めた。理由書では，履行された給付が偶然の不能となるとき，債
権者のため反対給付からの解放が必然の結果となる。債務者の責めに帰すべき不能により反対給付
を拒絶する場合も同様である，と述べており27，給付が債権者にとって無益となったときに解除を
認める部分草案と理論的には同様であるということができよう。
また，第一草案369条では，債務者の不能についてのみ規定されているが，理由書によれば遅滞
についても以下のように説明し，給付の無益性を肯定している。すなわち，草案においても，双務
契約の際に，他の当事者に遅滞を理由として債権者に解除する権利を与えるが，それは絶対的なも
のではない。給付が遅滞により債権者にとって利益を失わせるという条件に基づく場合に限り，具
体的に債権者に解除権が与えられる28，と述べている。すなわち，このことは，不能の場合に限ら
ず，遅滞の場合であっても，遅滞によって給付が無益となるならば，それを理由とする解除を肯定
しているといえる。
以上のように，第一草案で起草された解除制度は，給付の無益性を基準として解除権の行使を認
めた。この点は，従来の学説が無益性を要件として例外的に解除を認めていたことと共通するとい
えよう。
 第二草案
第一草案を受けて，第二委員会では，司法庁修正案369a 条29 と同様な提案がなされ，最終的に
は提案 130 が採択された。提案 1 の文言から明らかなように，第一草案369条とは大きく異なり，
債務者が遅滞にある場合，期間を設定して，その期間の経過後に契約を解除できるとしている。こ
れによって，第一草案までの給付の無益性を根拠とする解除権の行使と決定的に乖離することとな
った。すなわち，第二草案においては，それまで例外的にしか認めていなかった解除を，期間設定
をし，その経過後には解除権を行使することができるということを原則としたのである。そして，
――
31 旧 BGB325条債務者の責めに帰すべき後発的不能(1)双務契約により当事者の一方が負担する給付がそ
の責めに帰すべき事由によって不能となるとき，相手方は，不履行による損害賠償を請求，または，契約を
解除することができる。一部不能の場合，契約の一部の履行が相手方の利益とならないとき，相手方は，
280条 2 項により，債務の全部について不履行による損害賠償を請求，または，契約の全部を解除する権利
がある。相手方は，損害賠償請求権及び解除権に代えて，323条に規定されている権利を行使することがで
きる。(2)給付が期間を経過するまで行われず，また，一部を行わなかったときも，283条の場合と同様であ
る。
32 旧 BGB326条遅滞・拒絶予告期間の指定(1)双務契約において，当事者の一方が自己の負担する給付に
つき遅滞にあるとき，相手方は給付の履行のために相当の期間を設定して，その期問の経過後は，給付の受
領を拒絶する旨の意思表示をすることができる。給付を適時に行わないときは，期間経過後において，相手
方は不履行に基づく損害賠償を請求し，又は契約を解除する権利を有する。この場合においては履行を請求
することができない。期間を経過するまでに給付の一部を行わないときは，325条 1 項 2 文の規定を準用す
る。(2)遅滞のために契約の履行が相手方の利益にならないときは，期間を定めることを要せずに相手方は，
1 項に定める権利を有する。
無益性を根拠とする解除権の行使は，債務者の遅滞の結果，給付が債権者にとって何ら利益を有さ
なくなった場合に，期間の設定を必要とせず解除することができるという補充的なものとなった。
このような変遷を経てドイツ旧債務法において，法定解除の規定が325条から327条に規定され
るに至った。
 旧 BGBにおける解除制度
ドイツ旧民法典において，法定解除はドイツ旧民法典325条から327条に規定されていた。
まず，旧325条31 であるが，旧325条は双務契約における不能の場合の解除を定めた規定であ
る。要件としては，◯双務契約における不能であること。ここでいう不能は，原始的不能・後発的
不能はもちろん，旧325条 2 項により，旧283条の場合にも適用がある。◯当事者の一方に不能に
ついて帰責事由があること，である。効果としては，◯履行に代わる損害賠償請求，◯契約の解
除，である。ただし，この損害賠償請求と解除権の行使は選択的であり，損害賠償を請求した場
合，解除権の行使はできない。これは，解除の効果を直接効果と捉えていたため，解除権の行使に
より契約は遡及的に消滅し，そのため，解除と並存的に損害賠償は（履行利益はもちろん，信頼利
益も同様に）認められない。
旧326条32 は，双務契約における遅滞の場合の解除を定めた規定である。要件としては，◯双務
契約における遅滞であること，◯遅滞した給付の履行のために相当期間を設定すること，◯設定さ
れた期間内に債務者が給付を行わないこと，◯債務者に帰責事由があること，である。旧325条に
は債務者に帰責事由があることを明記しているのに対して，旧326条には債務者の帰責事由を要件
として明記していない。しかし，そもそも履行遅滞の前提として債務者に帰責事由があることを要
件としている（旧285条）。この点で，旧326条にも債務者の帰責事由は必要であるとされていた。
また，無益性による解除も定められており，その際に期間設定は不必要であるとされている。効果
――
33 旧 BGB327条法定解除権の行使・効果等325条及び326条に定める解除権については，約定解除権に関す
る346条から356条までの規定を準用する。相手方の責めに帰すべからざる事由により解除を行うとき，相手
方は，不当利得の返還に関する規定によってのみ責任を負う。
34 例えば，売買に関しては旧債務法462条，請負に関しては旧634条に解除の規定が別個設けられていた。
としては，◯債権者が設定した遅延した履行を追完するための相当な期間が経過した場合，この時
点で本来の給付請求権が消滅する。当然にその反対給付請求権も原則として消滅する。◯履行に代
わる損害賠償請求。◯解除権の行使。◯債権者の設定した期間内に一部しか履行しなかった場合，
旧326条 1 項 3 文により旧325条 1 項 2 文が準用される。◯遅滞によって契約の履行が債権者にと
って何ら利益がない場合，債権者は契約全部の履行を請求するか，契約の全部を解除することがで
きる。しかし，遅滞の場合，債権者は第一次的には，旧286条に従って，遅延したことによって生
じた損害の賠償を請求するにとどまる。その場合，遅延損害の賠償請求と本来の履行請求は両立す
る。
旧327条33 は，法定解除権の行使，および，効果について規定しており，その行使方法および，
効果については，約定解除の規定である346条から356条を準用する旨を規定している。
 債務法改正の変遷
 債務法改正の経緯
ドイツ債務法の改正は，判例法の明文化，特別法の BGB への取り込み，新たな契約類型への適
合といった観点から着手され，その中心的な課題は一般給付障害法の改正であった。そのため，当
然，給付障害の効果の 1 つである解除制度に関する規定も改正による影響を受けた。
旧 BGB における解除制度の問題点として挙げられていたのが，まず，解除を選択した場合に
は，損害賠償請求はできないという点である。すなわち，旧 BGB における解除制度においては，
解除の効果を純粋な直接効果としていたため，給付に代わる損害賠償と契約関係をそもそも消滅さ
せる解除とが並存することはないとしていた点である。次に，旧325条においては明記されている
が，旧法においては，債務者に帰責事由がなければ，債権者は契約解除をすることができないとい
う点である。さらに，旧法においては，解除制度に関する統一的な規定は存在せず，約定解除を基
本とする法定解除の規定は設けられていたが，売買の場合や請負の場合等については，それぞれの
領域34 において特別に解除の規定が設けられており，相互に矛盾なく規律されていたとは言い難い
状況であった点である。このような問題点はあったものの，当初は解除制度の要件に関する抜本的
な見直しを行う予定ではなかったといえる。
他方で，当時，西ドイツではハーグ統一売買法が1974年に国内法化されたところであり，非常
に高い注目を集めていたこともあり，1981年および1983年に公表された『債務法改正のための鑑
定意見書』は，ハーグ統一売買法の影響を強く受けたものであった。その中でも特筆すべきは，
フーバーの「給付障害法」に関する鑑定意見であるといえよう。
――
35 フーバー鑑定意見326条 1 項双務契約において債務者が定められた時に給付をしない場合には，債権者は
債務者に対して，給付をするための付加期間を設定することができる。この付加期間が経過するまでに給付
がなされない場合には，債権者は契約を解除することができる。
36 Ulrich Huber, Leistungsst äorungen, in: hrsg. Bundesminister der Justiz, Gutachten und Vorschl äage zur ÄUber-
arbeitung des Schludrecht, Bd. 1. 1981, S. 677.
37 フーバー鑑定意見326a 条 1 項双務契約の債務者が定められた時に給付を行わなかった場合において，定
められた時に給付しないことが重大な契約違反を構成するときは，債権者は付加期間を設定することなく契
約を解除することができる。
38 Huber, a.a.O. (Fn.36), S. 677.
39 フーバー鑑定意見326条 2 項契約違反により契約の実行に対する債権者の利益が失われるに至った場合で
あって，かつ，債務者が契約締結時にこの結論を予見しまたは予見し得た場合には，当該契約違反は，重大
なものとする。
40 なお，フーバーは一部不履行の場合についても，326c 条 1 項および 2 項において重大な義務違反を解除要
件として提案している。Huber, a.a.O. (Fn. 36), S. 678.
41 Hrsg. Bundesminister der Justiz, Abschlußbericht der Kommission zur ÄUberarbeitung des Schuldrechts,
1992, S. 162Š.
42 Huber, a.a.O. (Fn.36), S. 702f.
43 最終報告書における債務法改正委員会草案323条 1 項一方当事者が双務契約上の義務に違反した場合にお
いて，債権者がなした期間設定に基づいて債務者が解除を予見すべきであったときは，相手方は，設定され
た相当の期間が徒過した後に，契約を解除することができる。（中略）義務違反が給付の一部に存する場合
には，債権者は，一部の給付では利益がないときにのみ契約全体を解除することができる。
 フーバーの鑑定意見
フーバーの鑑定意見において示された草案は，次のようなものであった。まず，326条 1 項35 に
おいて給付全部の遅滞につき付加期間解除を提案し36，次に326a 条 1 項37 において同様に給付全
部の遅滞について，重大な契約違反があるときは，それを理由とした即時解除を提案している38。
そして，326条 2 項39 において，重大な契約違反を定義付けている。すなわち，契約違反により債
権者の利益が失われ，かつ，債務者が契約締結時に結果を予見することができた場合，あるいは，
予見し得る場合，当該契約違反は重大な契約違反となるとする。このことから，フーバーは付加期
間設定後の解除に原則を置きつつも，重大な契約違反という解除要件に比重を置いた提案となって
いる40。このことは，フーバーが付加期間のとかをもって重大な契約違反とみなすという構造を構
想していたことからも明らかであるといえよう41。また，フーバーは解除要件から帰責性を除外し
ている42。これは解除制度を損害賠償制度から独立した制度であると捉え，解除の債権者を債務か
ら解放するという機能に重点を置いたからである。
 最終報告書における債務法改正委員会草案
1992年に債務法改正委員会がまとめた最終報告書では，フーバーの鑑定意見を踏まえつつも，
一定の修正を行って改正草案が提出された。最終報告書における債務法改正委員会草案323条43
は，まず，不能，遅滞，付随義務違反，保護義務違反など違反が生じた義務内容や違反の態様に関
わらず，解除の統一的要件として，義務違反という要件を規定した。そして，この義務違反による
――
44 Hrsg. Bundesminister der Justiz, Abschlußbericht der Kommission zur ÄUberarbeitung des Schuldrechts,
a.a.O. (Fn.41), S. 166.
45 Hrsg. Bundesminister der Justiz, Abschlußbericht der Kommission zur ÄUberarbeitung des Schuldrechts,
a.a.O. (Fn.41), S. 166.
46 Ulrich Huber, Die P‰ichtverletzung als Grundtatbestand der Leistungsst äorung im Diskussionsentwurf eines
Schuldrechtsmodernisierungsgesetzes, ZIP 2000, S. 2273.
47 Claus-Wilhelm Canaris, Schuldrechtsmodernisierung 2002, 2002, S. 376
48 Canaris, a.a.O. (Fn. 47), S. 375.
49 BGB323条給付を提供しない，あるいは，契約に適合した給付を提供しないことを理由とする解除(1)双
務契約の際に，債務者が履行期に給付を提供しない，あるいは，契約に適合した給付を提供しない場合，債
権者は債務者に対して履行あるいは追完のために相当な期間を定め，それを徒過した場合に契約を解除する
ことができる。(2)以下の場合には，期間の設定は必要ない，1．債務者が給付を真に，かつ，終局的に拒絶
する場合，2．期日に適した，あるいは，期間に適した給付が，契約締結前に債務者に対する債権者の通知
に従って，あるいは，契約締結に付随するその他の事情から，債権者にとって本質的であるにもかかわら
ず，債務者が給付を契約において定めた期日，あるいは，契約において定めた期間内にもたらさない場合，
3．契約に従った給付がなされない場合において，両当事者の利益を考慮して，即時の解除を正当化する特
別な事情が存在する場合。(3)義務違反の性質により，期間の定めが考慮できない場合，期間の設定の代わ
りに催告が基準となる。(4)解除の要件が成立することが明らかな場合，債権者は，給付の履行期の到来前
解除については，付加期間解除を原則とすることし，さらに債務者の帰責性を排除した内容であっ
た。これは，先のフーバーの鑑定意見を概ね受け継いだ規定内容となっている。しかし，即時解除
が認められる場合にフーバーの提案した重大な義務違反という文言は見当たらない。ただ，最終報
告書の基本思想は，フーバーと同様に，重大な義務違反がある場合には即時の解除は認められると
しており44，また，付加期間に経過により重大な義務違反が認められるという構成をとっていた45。
 債務法現代化法案までの議論
最終報告書が公表された後，討議草案，政府草案を経て債務法現代化法が施行されることにな
る。討議草案においては，最終報告書から若干の文言修正が加えられているが，解除要件そのもの
は義務違反に統一し債務者の帰責性も不要とする構成に変更はなかった。しかし，この討議草案は
学説からの批判にさらされることとなる46。そこで，整理案では，それまでの議論と大きく異なる
様相を見せる。相違点としては，まず，不能概念を復活させ別個に規定を設けた点である47。そし
て，保護義務違反についても同様に別個に規定を設け，保護義務違反が重大なものであり，かつ，
債権者にとって契約の維持がもはや認容し得ない場合に解除が認められることとなった48。その後
の政府草案では，文言に若干の修正は加えられたものの，基本的な構成が変更されることはなく債
務法現代化法が施行されることとなった。
．現行ドイツ民法典（BGB）における解除法理
 BGBにおける解除制度の理解
このような経緯を経て規定されたのが，解除の原則規定である BGB323条49，保護義務違反の場
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においても解除をすることができる。(5)債権者が給付を部分的に実現した場合に，債権者が部分的な給付
に利益を有さないときにのみ，債権者は契約を解除することができる。債務者の給付が契約に適合しない場
合において，義務違反が軽微なとき，債権者は契約を解除することができない。(6)債権者が解除について
自身が権限を有するだろう事情について，自らにのみ，あるいは主として自らに責めがあるとき，または，
債権者が受領遅滞に陥った時に，債務者の責めに帰すことができない事情が発生したとき，解除は排除され
る。
50 BGB324条241条 2 項による義務違反に基づく解除双務契約の債務者が241条 2 項による義務に違反する
場合で，債権者を契約に拘束することがもはや期待できないとき，債権者は，契約を解除することができる。
51 Claus-Wilhelm Canaris, Teleologie und Systematik der R äucktirittsrechte nach dem BGB, in: FS Kropholler,
2008, S. 8.
52 Canaris, a.a.O. (Fn.51), S. 13Š.
53 Roland Schwarze, Das Recht der Leistungsst äorungen, 2008, §11 Rn. 2, S.105f.
54 Schwarze, a.a.O. (Fn. 53), S. 106.
55 Schwarze, a.a.O. (Fn. 53), S. 106.
合の解除を規定した324条50，および，不能の場合の解除を規定した326条である。
旧 BGB の解除規定から大きく変更した点は，解除と損害賠償が併存していること，また，債務
者の帰責性を要件から除外したことであろう。旧 BGB は債権者の債務からの解放という機能と損
害填補の機能を併せ持った規定であり，それゆえに債務者の帰責性を要件とした。それに対し，現
行 BGB は債権者の債務からの解放という機能に特化した規定であるため，債務者の帰責性を排除
している。このような解除規定に対して，ドイツではどのような理解がなされているのだろうか。
カナーリスは，解除の根拠として，旧 BGB は債務者の帰責性が解除を正当化する根拠であった
のに対し，現行 BGB では給付障害によって債権者の利益が著しく害されたことにその根拠がある
とする51。また，付加期間については，この付加期間の経過によって債権者利益が著しく害される
ことを擬制するためのものであるという52。
シュバルツェもまた，BGB323条に基づく解除は，給付障害による債権者の利益の著しい侵害を
根拠とすることを前提としている53。その上で，遅滞や瑕疵ある給付の場合に債権者が一方的に給
付義務から解放されることを正当化するための根拠として，給付に対する債権者の利益が消滅した
こと，および，付加期間の徒過を挙げている54。すなわち，シュバルツェも債権者利益の著しい侵
害を解除に共通する基本思想とし，さらに，付加期間については，期間の徒過をもって債権者利益
の著しい侵害が擬制されると理解している55。
このように，現行 BGB における解除制度は，債権者の債務解放手段と位置づけ，債権者の契約
利益の著しい侵害を解除の正当化根拠に据えているといえる。また，付加期間については，期間を
徒化することで債権者利益の著しい侵害を擬制されるという理解がなされている。
 「重大な義務違反概念」
重大な義務違反という文言を解除の要件としているものは，ハーグ統一売買法，ウィーン国連売
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56 その他にも，ユニドロワ国際商事契約原則，ヨーロッパ契約法原則，ヨーロッパ私法共通参照枠草案などの
中にもみられる。
57 CISG81条に定義付けられている。
58 Bianca/Bonell/Will, Commentary on the International Sales Law, 1987, Anm. 2. 1. 1. 2; Staudinger/Magnus,
Staudingers Kommentar zum B äurgerlichen Gesetzbuch, Wiener UN-Kaufrecht, 2005, Art. 49 Rn. 4.
59 Staudinger/Magnus, a.a.O. (Fn. 58), Art. 25 Rn. 11; Honsell/Schnyder/Staub, Kommentar zum UN-
Kaufrecht, 2. Au‰. 2010, Art. 49 Rn. 2.
60 Staudinger/Magnus, a.a.O. (Fn. 58), Art. 25 Rn. 12, 26, 29; Honsell/Gsell, a.a.O. (Fn. 59), Art. 25 Rn. 11.
買条約（CISG）など56，ヨーロッパにおける法統一に向けた動きの成果としての法規範の中で見
られる。とりわけ，その中でも CISG における理解が重要であると考える。というのも，日本にお
いても2008年に CISG が批准され，2009年に発効されており，また，ドイツ民法の改正において
も大きな影響を与えていることからも CISG において，重大な義務違反がどのように理解されてい
たのかを見ておく必要があるといえよう。
CISG において，解除制度は，債務者の契約違反によって契約関係を継続することが容認しがた
くなった債権者を契約から解放するための制度であると位置づけている57。そのため，契約違反に
ついて債務者に帰責性があるか否かは問題とならず，帰責性は解除の要件とはされていない。した
がって，契約の拘束から債権者を一方的に解放することを正当化する根拠は，債権者利益の喪失で
あるとされる58。
CISG49条 1 項は，買主に契約解除が認められる場合として，(a)契約またはこの条約に基づく
売主の義務の不履行が重大な契約違反となる場合，(b)引渡しがない場合において，買主が47条 1
項の規定に基づいて定めた付加期間内に売主が物品を引き渡さず，または売主が当該付加期間内に
引き渡さない旨の意思表示をした場合，の 2 つを挙げている。すなわち，解除原因としては，重
大な義務違反と付加期間を徒過することである。問題はここでいう重大な義務違反の内容である。
この点につきCISG25条には，重大な義務違反の定義が規定されている。それによれば，当事者
の一方が行った契約違反により，相手方がその契約に基づいて期待することができたものを実質的
に奪うような不利益を，当該相手方に生じさせる場合，そのような契約違反が重大な義務違反であ
るとされる。ただし，契約違反を行った当事者がそのような結果を予見せず，かつ，予見できなか
ったであろう場合は，除外されることになる。したがって，重大な義務違反の判断は，債権者側の
契約利益の実質的な喪失と，このことに対する債務者側の予見可能性が顧慮されることになる。
また，契約に基づいて期待することができたものを実質的に奪うような不利益とは，損害賠償の
範囲としての損害に限られず，広く契約に拠って債権者にもたらされるはずであった利益の喪失を
意味する59。多数説によれば，このような利益が喪失したか否かは，違反された義務が当該契約に
おいて重要なものとして位置づけられているか否かによって判断される60。その際，違反された義
務が主たる義務か付随的義務か，給付義務か保護義務かといった義務内容は重大な義務違反となる
か否かの決定的要素ではないという。したがって，買主の損害が大きいこと等といった事情も重大
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61 Staudinger/Magnus, a.a.O. (Fn. 58), Art. 25 Rn. 13; Honsell/Gsell, a.a.O. (Fn. 59), Art. 25 Rn. 12f.
62 Canaris, a.a.O. (Fn. 47), S. 8
63 Canaris, a.a.O. (Fn. 47), S. 13.
64 Canaris, a.a.O. (Fn. 47), S. 18.
65 Hannes Unberath, Die Vertragsverletzung, 2007, S.361Š.
66 Unberath, a.a.O., (Fn. 65) S.361Š.
な義務違反の判断基準とはならず，あくまでも債権者の契約利益の喪失が認められるか否かが判断
基準であるとする61。
CISC においてこのように理解されている重大な義務違反概念であるが，以下では，ドイツ民法
において重大な義務違反をどのように理解しているのか，また，当該義務違反が重大であるか否か
を決定づける要因を何に求めているのかを見ていく。
この点についてカナーリスは，解除の根拠として，旧 BGB は債務者の帰責性が解除を正当化す
る根拠であったのに対し，現行 BGB では給付障害によって債権者の利益が著しく害されたことに
その根拠があるとする62。そして，この債権者の利益が著しく害されるということが，まさに重大
な義務違反であるとする。したがって，カナーリスは，解除が認められる場合について，不能の場
合も遅滞の場合も基本的には同様であると考えている。この考え方の根底にあるのは，交換的正義
の実現である。つまり，双務契約においては，他方の履行の受領のためのために，一方の履行が約
束され，双方の履行義務は存続において相互に依存している。このため，交換的正義が実現されな
いことが解除を正当化することになる63。したがって，不能の場合は当然として，遅滞の場合であ
っても，付加期間を徒化しさえすれば，債権者に無価値となった契約を維持することを強いること
は期待できず，このことが重大な義務違反を構成するとする。しかしながら，遅滞の場合は不能の
場合とは異なり，なお追履行を行う可能性があり，その状況で一方的に債権者が解除することがで
きるとなると，契約は守らなければならないとする原則に反することになる。そこで，解除の実質
的要件は重大な義務違反に求めつつも，遅滞の場合に限っては，債務者が履行しないであろうこと
を示す根拠として付加期間を設定する必要があるとする。もちろん，明らかに重大な義務違反を構
成するような場合は，付加期間を設定する必要はないとする64。
同様の見解として，ウンベラートの見解がある。ウンベラートによれば，解除の正当化根拠は，
債権者の契約に対する利益が危険にさらされる場合，契約の拘束力が一方的にしか貫徹されない危
険が生じることになるが，その際，債権者には契約関係を維持することを期待しえないという65。
このことは，BGB323条に基づく解除が，給付障害による債権者の利益の著しい侵害を根拠とする
ことを前提としている。その上で，遅滞や瑕疵ある給付の場合に債権者が一方的に給付義務から解
放されることを正当化するための根拠として，給付に対する債権者の利益が消滅したことを挙げて
いる66。
すなわち，これらの見解は，当該義務違反が重大な義務違反であるか否かを決定づける要因を
「債権者の利益の脱落（喪失）」のみに求めているといえる。
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67 Dieter Medicus, Voraussetzungen einer Haftung f äur vertragsverletzung in: Basedow, Europ äaische Vertrag-
srechtsvereinheitlichung und deutsches Recht, 2000, S. 180.
68 Medicus, a.a.O., (Fn. 67) S.180Š.
69 Medicus, a.a.O., (Fn. 67) S.180.
70 Medicus, a.a.O., (Fn. 67) S.181.
71 Schubert, a.a.O. (Fn. 26), S.867.
72 Mommsen, a.a.O. (Fn. 13), S.257Š.
73 Karl Larenz, Gesch äaftsgrundlage und Vertragserf äullung, 3. Au‰age, M äunchen und Berlin 1963., S.91.
これに対して，メディクスは，義務違反が重大であるか否かの判断には「信頼障害（Ver-
trauersst äorungen）」の要素も含まれるとする67。メディクスによれば，単に債権者の利益が脱落す
ることのみでは重大な義務違反とはならず，債権者にとって，債務者の将来の「契約信義（Ver-
tragstreu）」に疑いを抱かせるような障害，すなわち，当事者間の信義を損なうかどうかまでを顧
慮すべきとする68。このように考えることで，単発の契約の場合はもちろん，とりわけ，信頼関係
が基礎となる継続的な契約関係における解除要件との整合性も図られるとする69。メディクスのこ
のような考え方の根底には，契約は守られるべきとする原則がある。すなわち，契約は守られるべ
きとする原則の例外として解除を認めるためには，債権者の契約に対する利益が脱落したのみでは
足りず，とりわけ，遅滞の場合には，債務者に二度目の履行の機会を与えたにもかかわらず，なお
履行がなされないといったように，将来的にも契約義務の履行に信頼がおけないような事情があっ
て初めて解除が根拠づけられるとする70。したがって，債権者利益の脱落だけでは重大な義務違反
とはならず，債権者利益の脱落と同時に信頼障害があった時に，重大な義務違反が構成されるとす
る。
 解除法理と契約目的概念との関連性
ドイツにおいては，元来，解除制度は原則としては認められない非常に例外的制度であった。し
かしながら，従来から一貫して給付が債権者にとって無益となった場合には，例外的に解除を認め
てきたという経緯がある。つまり，債権者にとっての給付の無益性という要件でのみ解除が認めら
れるということになる71。問題は無益性とは何なのかという点である。この点について，モムゼン
は，債権者が債務の客体によって，さらに，適時の履行によって達成できたはずの目的が，債務者
の遅滞によって挫折するとき，あるいは，債権者が債務者の遅滞を起因として，目的の達成のため
に他の手段をとるときであると述べている72。すなわち，債権者にとって給付が無益となる場合と
は，目的が不達成となる場合，あるいは，他の手段によって債務者からの給付を待たずに目的が達
成する場合であるといえる。このような説明は，契約目的や行為基礎においても見られるものであ
る。例えば，ラーレンツは，目的不到達について，客観的な契約目的が達成不能の場合，契約はそ
の本来の意味を喪失したがために，締結されるに値しないか，または，そのままでは維持されるに
は値しないと説明し73，目的不到達の場合，契約は，当事者の利害の均衡としての契約の意味を失
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74 Larenz, a.a.O. (Fn. 73), S.164f.
うと説明する74。これらのことから，契約目的の挫折ということこそが債権者にとっての給付の無
益性を導くのではないだろうか。そのように考えると，従来，ドイツにおいて解除が認められる場
合，その要件は債権者にとっての給付の無益性にあるという理解であったが，本質的には契約目的
の不達成にあるといえるのではないかと考える。
しかしながら，旧 BGB において，例外的にしか認めてこなかった解除制度に新たに催告という
要件を課すことによって，債権者にとっての給付の無益性を前提とする解除からの転換が図られて
いる。無益性のみを解除の根拠とはせず，催告による解除を原則としたのである。しかしながら，
催告による解除の場合，債務者からの給付は，なお債権者にとって無益ではない場合である。つま
り，催告とは，本来的には債権者にとって給付が無益になった場合にのみ認められる解除を，債権
者にとって無益ではなくとも，期間設定を行いその期間が徒過されさえすれば解除を可能とするた
めの要件であるといえる。つまり，催告は解除制度にとって本質的な要件であるとは言えず，あく
までも債権者にとって債務者からの給付になお利益があるにも関わらず，それでも解除を選択する
際に必要となる要件であるといえよう。
一方，現行 BGB の解除制度は，BGB323条を原則規定として設けており，そこでは付加期間徒
過後の解除を原則に据えている。しかし，ここまで見てきたように，この付加期間徒過後の解除
は，付加期間が徒過することにより，債権者の利益が喪失したのと同様な利益状況を擬制している
のであり，実際には，即時解除の際に求められる債権者利益の喪失を根拠とする重大な義務違反に
よる解除と求められる要件が変わっているわけではないといえる。ある義務違反が「重大な義務違
反」であるか否かを判版する基準としては，債権者利益の喪失というメルクマールを置いている
が，この債権者利益の喪失が意味しているのは，まさに従来のドイツ民法において解除を認めるた
めの要件として機能していた無益性そのものではないかと考える。すなわち，債権者にとって当該
給付が無益になることは，当然に債権者利益を喪失させることに繋がるといえる。このように考え
ると，解除法理と契約目的概念との関連が見えてくることになる。すなわち，ある義務違反が重大
か否かを判断する際には，常に当該義務違反が債権者にとって無益となるか否かの判断を行うこと
になる。そして，債権者にとって当該給付が無益になるか否かを決定づける要因こそが契約目的に
あるのではないだろうか。したがって，ある義務違反が生じた場合に，当該給付が債権者にとって
無益となるか否かを判断する際には，当該契約により債権者が契約目的を達することができるか否
かが非常に重要な要素となるといえよう。
．おわりに
本稿は，ドイツにおける解除制度が従来どのように理解されてきたのかを，旧 BGB 成立以前か
らの史的変遷を中心に概観してきた。
――
ドイツ旧債務法に至るまで，解除制度は原則認められてはいなかった。これは，損害賠償を請求
することを通じて解除と同様の結果が得られると考えていたためである。しかし，非常に例外的に
解除は債権者にとっての給付の無益性を根拠に認められてきた。この解除に対する理解は，その後
の起草過程においても受け継がれ，第一草案においては，無益性を要件とする解除の規定が提案さ
れた。しかし，第二草案において無益性要件とは異なる催告が要件として提案され，その提案が旧
債務法に取り入れられたという変遷を経ている。したがって，一見すれば旧債務法において解除の
要件は催告に集約されているように見える。しかし，ここまでで述べてきたように，解除の本質的
要件は無益性にあると考える。これは，従来，債権者にとって債務者からの給付が無益になった場
合にのみ解除を認めていたという背景から考えると当然の帰結であろうと考える。
これに対して，現行ドイツ民法の解除制度は，BGB323条を原則規定として設けており，そこで
は付加期間徒過後の解除を原則に据えている。しかし，ここまで見てきたように，この付加期間徒
過後の解除は，付加期間が徒過することにより，債権者の利益が喪失したのと同様な利益状況を擬
制しているのであり，実際には，即時解除の際に求められる債権者利益の喪失を根拠とする重大な
義務違反による解除と求められる要件が変わっているわけではないといえる。したがって，付加期
間徒過後の解除を原則にしつつも，実際には，即時解除の際に求められる債権者利益の喪失を根拠
とする重大な義務違反による解除が本質的であるといえよう。
一見すると大きな変更がなされたように見えるドイツの解除法理であるが，旧 BGB において
も，現行の BGB においても，解除の要素として債権者利益が脱落するか否かという点を本質的な
要素として捉えている点に大きな違いはないといえる。また，なぜ債権者の利益が脱落すのかとい
う点で，契約目的概念が機能してくるのではないかと考えるが，この点については，さらなる検討
が必要である。
